
 

【導入】 
私が、中学生の時。 
夏休みに、茨城に住んでいる叔父を訪ね、 
一緒に、野菜の収穫をするのが楽しみでした。 
その収穫を手伝っている際、叔父から様々な苦労話を聞きました。 
「天候によって、できる農作物の質が変わってしまう。」 
「暑い中の、中腰での作業がきつい」 
その話の中で私が一番感じたのは、 
野菜には、「生産者の心が込められている」ということです。 
 
それから時がたち、大学生になり、居酒屋でアルバイトを始めた時。 
そこには、目を疑う光景がありました。 
些細な理由で、すぐに捨てられてしまう食品の数々。 
まるで「食品に込められている生産者の想い」までも無駄にするように... 
 
本弁論では、日本における「食品ロス」の現状と、その解決について訴えます！！ 
 
 
【現状】 
 
食品ロスとは、捨てられてしまった食品のことを指し、その数は、年間646万トンにも上っ
ています。 
 
この646万トンには、食べ残しや、製造の際の加工くずなど、様々な種類のものが含まれて
います。 
ここで、私が問題視することが１つ。 
 
それは、この食品ロスの中に「まだ手がつけられていない食品」が含まれているということ

です。 
この、「まだ手がつけられていない食品」は、食品ロス全体の6分の1にあたり、 
105万トンにも上ります。 
 
では、これら105万トンのロスについて、詳しく見ていきましょう。 
 
これらのロスは、主にスーパーなどの小売業や、レストランなどの外食産業で発生していま

す。 
スーパーでは、野菜や乳製品などの毎日入荷される食品をはじめ、在庫処理の関係上、缶

詰・冷凍食品などの様々な食品が捨てられています。 
 
さらに、季節限定商品などは、季節が過ぎれば、すぐに棚から降ろされてしまいます。 
手もつけられず、無傷のまま、食品が捨てられているのです。 
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また、レストランでは、原材料の仕入れすぎ、料理の仕込みすぎによる余りが発生していま

す。 
そのほかにも、オーダーミスや、予約のキャンセルによって、作った料理がムダになってし

まう場合もあります。 
 
このように小売、外食産業では、まだ食べられる食品が、大量に捨てられてしまっているの

です。 
 
食品が大量に捨てられる一方、この食品は大きな問題を解決する糸口になります。 
 
今、日本では、食品を必要としている多くの生活困窮者がいます。 
食品ロス対策に取り組むNPO、セカンドハーベストジャパンが推計したところ、 
その数はなんと200万人！ 
また、食品を必要としている施設も数多く存在します。 
具体的には、児童養護施設、障害者施設、子ども食堂などです。 
 
必要としている人がいる一方、大量の食品が食べられないまま廃棄され続けているのです。 
 
 
【問題点・理念】 
生産者によって、丹精込めて作られた「食品」の数々。 
それらは、運送・加工・販売まで、食品に携わる多くの人の手を経て、私たち消費者の元に

届いています。 
これらの人々に共通するもの。 
それは、「食品を美味しく食べてもらいたい」という、思いではないでしょうか。 
 
しかしその一方で、捨てられてしまう食品の数々。 
「食品」としての可能性が残されているはずなのに、 
処分をしてしまっては、それ以上何もできません。 
 
これはとても「もったいない」ことです。 
そしてなにより、食べ物を満足に得られない人もいるなかで、 
多くの人の気持ちが込められた食品を、無駄にする行為は、あまりに無責任ではないでしょ

うか？ 
 
 
食品を少しでも、多くの人に食べてもらう。 
これこそ、いま、私たちが取り組まなければならないことなのです！ 
 
 
【方向性】 
 
そこで、食品の活用手段として、今まで廃棄されていた食品を、求めている人に届ける仕組

みが必要です。 
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実は、そのような仕組みは、既に今の日本にも存在しています。 
それは、フードバンク、フードシェアリングと呼ばれるものです。 
フードバンクとは、様々な理由で流通できなくなった食品を無料で引き取り、 
それを生活困窮者や福祉施設に届ける、NPOの活動です。 
ここで対象となる食品は、先ほど述べた「在庫処分や、季節限定食品の入れ替え」といった

小売業で発生する食品ロスです。 
世界的な食品ロス対策の潮流もあいまって、日本国内のフードバンク数はここ4年間で２倍
に急増し、110団体となっています。 
 
また、フードシェアリングアプリというものも登場しています。 
フードシェアリングとは、飲食店での食品ロスを防ぐ仕組みです。 
作りすぎて余ってしまった料理を、ユーザーとマッチングして、安価で提供します。 
実際に、ここ東京農業大学でも、「TABETE」というフードシェアリングアプリが利用さ
れ、学食の残りを提供しています。 
 
政府も、食品を提供した企業への法人税の優遇を行うなど、フードバンクの活用を推進して

います。 
しかし、フードバンクの数は増えているものの、食品の提供量は増えていません。 
食品提供量は、2015年の4000トンから、現在に至るまで、横ばいのままです。 
つまり、フードバンクの数は増加する一方、 
提供される食品は増えておらず、フードバンクの仕組みを活かしきれていないのです。 
 
【原因】 
 
ではなぜ、企業は、フードバンク・フードシェアリングへ食品を提供しないのでしょうか。 
それは、企業が、提供した食品によって問題が発生することを恐れているからです。 
フードバンクは、保健所などへの申請が義務づけられておらず、衛生管理などの安全性が担

保されていません。 
それにもかかわらず、万が一問題が発生した場合、その責任を企業が負わなければならない

可能性があります。 
実際、フードバンクへ食品を提供しない理由として、8割の企業がこの理由を挙げていま
す。 
 
これを解決するためには、２つの懸念を解消しなければなりません。 
１つは、問題が発生するリスクに対処すること。 
もう一つは、万が一問題が発生した際の、責任の所在を明確にすることです。 
 
 
【プラン】 
そこで私はこれらの懸念を解消するため、２点のプランを提案します。 
まず、１点目。 
問題が発生するリスクへの対処として、 
フードバンクの法人が活動する際には、保健所に対して活動を行う旨の申請書の提出を義務

付けます。 
そして、食品衛生法の下、食品を管理する倉庫などの衛生環境が適切であるか否かを、定期

的に報告することとします。 
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そうすることで、食品管理の安全性を担保し、問題が発生するリスクを 小限にすることが

できます。 
 
そして、責任の所在を明確化するために、２点目のプランを提案します。 
新たに法律を制定し、万が一、フードバンク、フードシェアリングに提供した食品により、

問題が発生した場合でも、企業に責任を問わないこととします。 
一点目のプランを元に、品質の管理を行い、万が一の場合には管理不足として、フードバン

ク側が責任を負うこととします。 
 
また、フードシェアリングの場合においては、食品を提供する企業は、 
安全性が担保されたもののみを提供することとし、消費者は自己責任で利用することとしま

す。 
 
同様の法律は、イタリアで2016年に制定されました。 
この法律の制定後、1年間で、イタリアのフードバンク・フードシェアリングに寄付された
食品量は21パーセント増加しました。 
また、国民意識も少しずつ変わり、年間で180万トンの食品ロスを削減することができまし
た。 
この法律の導入により、日本では、年間100万トンの食品ロスの削減が期待できます。 
 
以上2点のプランにより、企業の責任問題への懸念を解消し、より多くの食品を、フードバ
ンクやフードシェアリングの利用者に渡すことができるのです。 
 
 
【締め】 
 
私が今回させていただいた話は、一見、農林水産業とは関係のないように聞こえるかもしれ

ません。 
しかし、私は、農業や水産業が、私たちの「食」のため、いわば、食べてもらうために行わ

れている以上、農林水産業について考える時は、「消費」にまで、目を向けるべきだと思い

ます。 
 
有心論。 
 
生産者の方々は、心を込めて、私たちに食べてもらうために、食品を作っています。 
決して捨てるために作っているわけではないはずです。 
 
私たちが食べる段階にまで光を当てて、はじめて、明るい農林水産業が実現できるのではな

いでしょうか。 
 
ご清聴ありがとうございました。 
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